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答   申  

 

 審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）３４２条１項の規定に基づく固定資産税賦課処分及

び法７０２条１項の規定に基づく都市計画税賦課処分に係る各審査請

求について審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件各審査請求の趣旨は、○○都税事務所長（以下「処分庁」

という。）が、請求人に対し、別紙１の物件目録記載の本件土地

１及び本件土地２（以下、併せて「本件各土地」という。）につ

いて、平成２９年３月１０日付けで行った平成２４年度分ないし

平成２８年度分（以下、併せて「本件各年度分」という。）に係

る固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）

賦課処分（内容は、別紙２の処分目録記載のとおり。以下「本件

各処分」という。）について、それぞれその取消しを求めるもの

と解される。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件各処分を違法又は不

当であると主張しているものと解される。  

請求外○○と半分ずつである。隣地と境界に争いがある土地な

のに税額が高すぎる。  
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第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の

規定を適用し、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。   

年  月  日  審  議  経  過  

平成３０年  ６月  ８日  諮問  

平成３０年  ６月１５日  請求人から主張書面の提出   

平成３０年  ７月２０日  審議（第２３回第２部会）  

平成３０年  ８月２２日  審議（第２４回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  法３４３条１項は、固定資産税は、固定資産の所有者に課す

るとし、同条２項は、「所有者」とは、土地については登記簿

又は土地補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている

者をいうとし、この場合において、所有者として登記又は登録

されている個人が賦課期日前に死亡しているときは、同日（賦

課期日）において当該土地を現に所有している者をいうものと

すると規定している（法７０２条により都市計画税についても

同様）。  

⑵  法３５９条は、固定資産税の賦課期日は、当該年度の初日の

属する年の１月１日と規定している（法７０２条の６により都

市計画税についても同様）。  
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⑶  法４３２条１項は、固定資産税の納税者は、その納付すべき

当該年度の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台

帳の登録事項（法３８１条１項）について不服がある場合、所

定の期間内に固定資産評価審査委員会に審査の申出をすること

ができるとし、同条３項は、固定資産税の賦課についての審査

請求においては、同条１項の規定により審査を申し出ることが

できる事項についての不服を、当該固定資産税の賦課について

の不服の理由とすることができないと規定している（法７０２

条の８第２項により都市計画税についても同様）。  

⑷  法２０条の１１は、徴税吏員（法１条１項３号）は、法に特

別の定めがあるものを除くほか、地方税に関する調査について

必要があるときは、官公署又は政府関係機関に、当該調査に関

し参考となるべき簿書及び資料の閲覧又は提供その他の協力を

求めることができると規定している。  

⑸  民法８８２条は、相続は死亡によって開始するとし、同法８

９６条は、相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属

した一切の権利義務を承継すると規定している。そして、同法

９３８条は、相続の放棄をしようとする者は、その旨を家庭裁

判所に申述しなければならないとし、同法９３９条は、相続の

放棄をした者は、その相続に関しては、初めから相続人となら

なかったものとみなすと規定している。  

２  これを本件についてみると、処分庁は、本件各土地に係る本件

各年度分の固定資産税等の各賦課期日（１月１日）前の平成２１

年３月２１日に請求外○○が死亡し、相続が開始していること、

平成２９年１月５日に請求外○○だけが請求外○○の相続財産

（本件各土地を含む。）について相続放棄の申述をしていること

が認められたため、法３４３条２項の規定に基づき、本件各年度

分の固定資産税等の各賦課期日現在における本件各土地の所有者
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を、本件各土地を現に所有している請求人のみと認定したもので

ある。  

その上で、本件各年度分の固定資産税等の各賦課期日現在の適  

正な固定資産課税台帳登録価格に基づき、本件各処分に係る課税

標準額及び税額をそれぞれ算出しているところ、その算出過程に

おいて違算等の事実はないことから、本件各処分は法令等の定め

に従って適正になされたものと認められる（処分庁作成の弁明書

添付の「固定資産税  税額計算書（土地）」及び「都市計画税  

税額計算書（土地）」による）。  

したがって、本件各処分は、上記１の法令等の定めに則って適

正になされたものといえ、違法又は不当な点は認められない。  

３  請求人は、本件各土地について、請求外○○と半分ずつの所有

（共有）である旨主張（第３）している。  

しかし、相続の放棄をした者は、その相続に関しては、初めか

ら相続人とならなかったものとみなすとされているところ（１・

⑸）、請求外○○は、本件各土地に係る請求外○○の持分につ

き、相続を放棄していることが認められることから、請求外○○

は、請求外○○の相続開始日（平成２１年３月２１日）に遡っ

て、初めから相続人とならなかったものとみなされる。  

したがって、処分庁が、本件各土地に係る本件各年度分の固定

資産税等の各賦課期日現在、請求外○○の法定相続人である請求

人のみを、本件各土地を現に所有している者と認定してなした本

件各処分に違法又は不当な点はない。  

 ４  また、隣地と境界に争いがある土地なのに税額が高すぎるとの

請求人の主張（上記第３）を、法３８１条１項に規定する固定資

産課税台帳の登録事項である本件各土地の地番、地目及び地積

が、実際の地番、地目及び地積と異なるため本件各処分は違法又

は不当である旨主張しているものと解したとしても、その不服
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は、審査委員会への申出事項であることから（１・⑶）、法４３

２条３項の規定により、固定資産税等の賦課処分である本件各処

分の取消しを求める本件各審査請求における不服の理由とするこ

とはできず、同主張の当否については審理の対象とはなり得ない

ものというほかない。  

 ５  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件各処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

 よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

 近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

 

別紙１及び別紙２（略）  


